
ポストコロナの労務アップデート：雇用主
が知っておくべき重要ポイントおさらい

2022年3月15日の時点で、オランダ政府は在宅勤務要請を解除しました。これにより、従業

員が制限なしにオフィス勤務へ戻ることができるようになり、たとえば、オフィスにおいて1.5

メートルの距離を確保する必要もなくなりました。ただし、安全な距離を保つことは引続き適

切であると考えます。オランダ政府は在宅勤務の要請を解除したにも関わらず、雇用主に対し

て、たとえば健康面に不安がある従業員のために、引続き自宅で仕事ができるようにすること

を求めています。ただ、雇用主は（まだ）それに対する義務は課されていません。コロナ感染

の不安がある従業員に対しては、原則は変わらず、自宅待機をし、セルフテストを受けること

を心掛けてください。

現在、在宅勤務の権利はオランダの雇用法に含まれていません。ただし従業員には、フレキシ

ブルワーク法（オランダ語：Wet flexibel werken）に基づいて、自宅から仕事をする権利を主

張することができます。この法律により、雇用主に26週間以上雇用されている従業員は、（部

分的に）在宅勤務をする権利が主張できますが、従業員が10人未満の雇用主については適用外

です。従業員は、（部分的に）在宅勤務をするにあたり、雇用条件を変更できるかどうか雇用

主に依頼することができます。ただし、この要望は、従業員が働く場所の変更を適用したい日

から少なくとも2か月前に提出する必要があるのでご注意ください。いずれの場合も、従業員の

要望には、希望する開始日と希望する職場を記載する必要があります。また、雇用主は従業員

の要望を考慮に入れる義務があります。雇用主は、従業員が変更を希望する開始日の1か月前

までに決定を下さなくてはならず、雇用主はその決定を書面で従業員に通知する必要がありま

す。雇用主が従業員の要望を却下した場合、雇用主は従業員に却下の理由を説明し、従業員と

直接話し合う義務があります。却下については原則として、あらゆる理由で述べることができ

ます。雇用主が特定の状況下で従業員が自宅で仕事をすることを許可しなければならなかった

という裁判所の判決が発表されましたが、今のところ従業員の要望は、雇用主の在宅勤務に対

する順応性に拠るといえます。

前述の通り、在宅勤務を主張する従業員の権利は、フレキシブルワーク法の下で制限されてい

ます。法案「Work where you want法」はこれを変えることを目的としており、提出された

法案下では、働く場所の（部分的な）変更要求は、就労時間または労働時間の調整要求と同じ

ように扱われます。つまり、雇用主にとって事業または業務上、明確に利益が損なわれる恐れ

がある場合を除き、雇用主は原則、従業員の在宅勤務の希望を許可せねばなりません。上述の

例としては、業績上、技術上、業務上の利益のことで、従業員の要望を認めた場合、雇用主の

業務に重大な損害を与えるようなものを指します。従業員からの要求を拒否する場合、雇用主

はどのような事業または業務上の利益が損なわれる恐れがあるのかを明確に説明しなければな

りません。以上のことから、この法律案は、在宅勤務を（部分的に）希望する従業員の立場を

強化するものです。加えて、パンデミックの際に従業員が自宅で効果的に働くことができた場

合、雇用主が（部分的な）在宅勤務要求を却下することは非常に困難になります。

 

立法案は現在、第二院（下院）で審議されています。立法案が第二院（下院）で採決された場

合、その法案は第一院（上院）へ送られ、承認される必要がありますので、本法案が成立し、

公布されるかはまだ定かではありませんが、この法案に関して今後注意を払うことをお勧めし

ます。

在宅勤務は雇用契約や会社の方針に基づく従業員の義務を変更しませんが、「在宅勤務の方

針」を作成するか、在宅勤務に関する章を雇用ハンドブックに追加することをお勧めします。

そのような文書には、雇用主が（部分的に）在宅勤務をする従業員に対し何を期待するか記載

することが出来ます。たとえば、従業員は就業時間内において連絡ができる状態であるべきこ

と、必要に応じて対面の会議に出席し、会社の資産や情報などを保護するために合理的な予防

措置を講じる必要がある、などと記載できます。会社が在宅勤務の方針を検討している場合

は、ワークス カウンシル（※設置義務のある会社の場合のみ）が検討に関わる必要があること

をご注意ください。ワークス カウンシルは通常、従業員にとって（最も）重要なものを理解し

ていますので、早い段階でワークス カウンシルを関わらせることをお勧めします。

※ワークス カウンシル（労使協議会）は、オランダ国内の子会社などあわせて50名以上の従業

員を雇用している場合設置の必要があります。

雇用主は、IT（インターネット利用代など）、労働安全衛生に基づいて在宅の職場環境を整え

るための設備、および最大2ユーロの日当を非課税で支払うことができます。通勤手当は、在宅

勤務の日に対しては非課税で支払うことはできません。

従業員が他国の税務上の居住者である場合、居住国は給与の一部に課税する権利があります。

また従業員の社会保障上の状況が変わる可能性もあります。雇用主にとっては、従業員の居住

国においての（管理）義務につながりかねませんので、ご注意ください。

オランダ民法およびオランダ労働条件法に基づき、雇用主は安全で健康的な職場を提供し、職

務を遂行する際に発生する可能性のある健康上のリスクについて従業員に通知する責任があり

ます。これらの責任は、（部分的に）在宅勤務をする従業員にも適用されます。この点に関し

て、雇用主は、在宅勤務に関連する職業上のリスクを評価し、これらのリスクを軽減するため

に取るべき措置を説明するために、リスクインベントリと評価（RI＆E）を実施する義務があり

ます。これに従い、雇用主は、自宅で作業する従業員に人間工学的に設計された職場環境（人

間工学的に設計された椅子と机、モニター、キーボードなど）が提供されているか確認しなく

てはなりません。ただし人間工学的に設計された職場環境を提供する義務は、これが合理的で

ない場合適用されません。たとえば、従業員が自宅で短時間しか仕事をしない場合などです。

さらに、この義務は、従業員がすでに自宅にそのような職場を持っている場合にも適用されま

せん。安全で健康的な職場を提供するためにかかる費用は、人間工学的に設計された職場に関

連する費用など、雇用主が負担します。また、雇用主は在宅勤務の従業員の心理社会的作業負

荷に関する方針を実行する義務があります。雇用主がどのようにして安全で健康的な職場や、

心理社会的幸福を守るかは「在宅勤務の方針」で述べるすることができます。
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